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評価軸と評価の考え方
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第12回今後の治水対策のあり方に関する有識者会議「参考資料４」の抜粋



概略評価で抽出した治水対策案について

２

【概略評価で抽出した治水対策案】

城原川ダムを含む治水対策案と、概略評価により抽出された治水対策案をあわせた７案の治水対策案を抽
出し、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に示されている７つの評価軸により評価
を行った。

以下では、

■現計画（ダム案）：河川整備計画（河道改修＋城原川ダム） →「城原川ダム案」

■治水対策案 ①：河道の掘削 →「河道掘削案」

■治水対策案 ⑦：遊水地（掘込方式［６箇所］）＋河道の掘削 →「掘込遊水地案」

■治水対策案 ⑩：部分的に低い堤防の存置（野越し［５箇所］） →「野越し存置＋
＋遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制 掘込遊水地案」
＋遊水地（掘込方式［３箇所］）＋河道の掘削

■治水対策案 ⑬：雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全（機能の向上） →「流域対策＋
＋遊水地（掘込方式［６箇所］）＋河道の掘削 掘込遊水地案」

■治水対策案 ⑮：雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋遊水機能を有する土地の保全 →「流域対策＋
＋土地利用規制＋水田等の保全（機能の向上） 野越し存置＋
＋部分的に低い堤防の存置（野越し［５箇所］） 地役権遊水地案」
＋遊水地（地役権方式［３箇所］）＋河道の掘削

■治水対策案 ⑯：雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋遊水機能を有する土地の保全 →「流域対策＋
＋土地利用規制＋水田等の保全（機能の向上） 野越し存置＋
＋部分的に低い堤防の存置（野越し［５箇所］） 掘込遊水地案」
＋遊水地（掘込方式［３箇所］）＋河道の掘削

と表現することとした。



治水対策案の評価軸ごとの評価 （１／７）

３

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

・河川整備計画の目標流量を安全に流すことがで
きる。

・現計画と同程度の安全を確保できる。 ・現計画と同程度の安全を確保できる。 ・現計画と同程度の安全を確保できる。 ・現計画と同程度の安全を確保できる。 ・現計画と同程度の安全を確保できる。 ・現計画と同程度の安全を確保できる。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】
・城原川ダムの洪水調節計画は河川整備基本方針
レベルの洪水から決められており、河川整備計画
レベルより大きい規模の洪水が発生した場合で
も、ダムによる洪水調節効果を発揮する。

・なお、ダムは降雨の地域分布、時間分布や降雨
の規模によって効果量が異なる。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】 【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備計
画レベルより大きい規模の洪水が発生した場合、
遊水地による洪水調節効果が完全に発揮されない
ことがある。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備計画レベルより大きい規模の洪水が
発生した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効
果が完全に発揮されないことがある。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備計
画レベルより大きい規模の洪水が発生した場合、
遊水地による洪水調節効果が完全に発揮されない
ことがある。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備計画レベルより大きい規模の洪水が
発生した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効
果が完全に発揮されないことがある。

【河川整備計画レベルより大きい規模の洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備計画レベルより大きい規模の洪水が
発生した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効
果が完全に発揮されないことがある。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道の水位は計画高水位を超えない。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道の水位が計画高水位を超えた場合、堤防決
壊の可能性が生じる。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地内の水位が計画高水位を超えた場
合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地内の水位が計画高水位を超えた場
合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/100規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》

・計画高水位を超える区間
  無し

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km
　遊水地 6箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち3箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km
　遊水地 6箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち4箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ11.8km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち3箇所

【河川整備基本方針レベルの洪水】
・城原川ダムの洪水調節計画は河川整備基本方針
レベルの洪水から決められており、河川整備基本
方針レベルの洪水が発生した場合でも、ダムによ
る洪水調節効果を発揮する。

・なお、ダムは降雨の地域分布、時間分布や降雨
の規模によって効果量が異なる。

【河川整備基本方針レベルの洪水】 【河川整備基本方針レベルの洪水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備基
本方針レベルの洪水が発生した場合、遊水地によ
る洪水調節効果が完全に発揮されないことがあ
る。

【河川整備基本方針レベルの洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備基本方針レベルの洪水が発生した場
合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が完全に
発揮されないことがある。

【河川整備基本方針レベルの洪水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備基
本方針レベルの洪水が発生した場合、遊水地によ
る洪水調節効果が完全に発揮されないことがあ
る。

【河川整備基本方針レベルの洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備基本方針レベルの洪水が発生した場
合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が完全に
発揮されないことがある。

【河川整備基本方針レベルの洪水】

・遊水地や野越し※１の洪水調節計画は河川整備
計画レベルの洪水から決めることを想定してお
り、河川整備基本方針レベルの洪水が発生した場
合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が完全に
発揮されないことがある。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道の水位は計画高水位を超えない。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道の水位が計画高水位を超えた場合、堤防決
壊の可能性が生じる。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地内の水位が計画高水位を超えた場
合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地内の水位が計画高水位を超えた場
合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

※1/150規模の洪水が発生した場合

・河道や遊水地、野越し内の水位が計画高水位を
超えた場合、堤防等決壊の可能性が生じる。

《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》

・計画高水位を超える区間
  無し

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km
　遊水地 6箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km
　遊水地 6箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.0km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・城原川ダムは、ダム流入量よりも流量を増加さ
せることはないが、河川整備基本方針レベルを上
回る大きな洪水が発生した場合、城原川ダムによ
る洪水調節効果が完全には発揮されないことがあ
る。

・なお、ダムは降雨の地域分布、時間分布や降雨
の規模によって効果量が異なる。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備基
本方針レベルを上回る大きな洪水が発生した場
合、遊水地による洪水調節効果が完全に発揮され
ないことがある。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・遊水地や野越しの洪水調節計画は河川整備計画
レベルの洪水から決めることを想定しており、河
川整備基本方針レベルを上回る大きな洪水が発生
した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が
完全に発揮されないことがある。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・遊水地の洪水調節計画は河川整備計画レベルの
洪水から決めることを想定しており、河川整備基
本方針レベルを上回る大きな洪水が発生した場
合、遊水地による洪水調節効果が完全に発揮され
ないことがある。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・遊水地や野越しの洪水調節計画は河川整備計画
レベルの洪水から決めることを想定しており、河
川整備基本方針レベルを上回る大きな洪水が発生
した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が
完全に発揮されないことがある。

【河川整備基本方針レベルより大きい規模の洪
水】
・遊水地や野越しの洪水調節計画は河川整備計画
レベルの洪水から決めることを想定しており、河
川整備基本方針レベルを上回る大きな洪水が発生
した場合、遊水地や野越しによる洪水調節効果が
完全に発揮されないことがある。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

※想定最大規模の洪水※５が発生した場合

・河川整備基本方針レベル規模の洪水が発生した
場合に比べ、計画高水位を超える区間が増加する
ため、堤防決壊の可能性がさらに高まる。

《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》 《河道の水位が計画を超える区間※３》

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km
　遊水地 6箇所のうち6箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km
　遊水地 6箇所のうち6箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

・計画高水位を超える区間

  延長12.4km※４のうち延べ12.4km
　遊水地  3箇所のうち3箇所

　受堤※２ 5箇所のうち5箇所

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が城原川ダム上流域で発生した場
合、城原川ダムの容量を上回るまでは洪水調節可
能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が遊水地上流で発生した場合、遊
水地の容量を上回るまでは洪水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が遊水地上流で発生した場合、遊
水地の容量を上回るまでは洪水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が遊水地上流で発生した場合、遊
水地の容量を上回るまでは洪水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が遊水地上流で発生した場合、遊
水地の容量を上回るまでは洪水調節可能である。

【局地的な大雨】
・河道の水位が城原川の計画高水位を上回るまで
は安全を確保できる。
・局地的な大雨が遊水地上流で発生した場合、遊
水地の容量を上回るまでは洪水調節可能である。

※５：「想定し得る最大規模の降雨に係る国土交通大臣が定める基準を定める告示（国土交通省告示第869号）」に定める別表第十四
　　　を用いて算出

※４：0k000～12k400は平野部で堤防が設置されている区間、12k400～上流は山地部の連続した山付きとなる

※１「野越し」：部分的に低い堤防
※２「受堤」：野越しから越流した洪水を受け止めるための堤防

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

●河川整備計画レ
ベルの目標に対し
安全を確保できる
か

※３：水位の算出にあっては、堤防からの越水を見込み、決壊することなく洪水が流下すると仮定し、計算した場合の区間

●目標を上回る洪
水等が発生した場
合にどのような状
態となるか

安
全
度
（

被
害
軽
減
効
果
）



治水対策案の評価軸ごとの評価 （２／７）

４

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

【10年後】
・城原川ダムについては、事業実施中であり、効
果の発現は見込めないと想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
下流区間に効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】
・遊水地については、施工完了可能であり、効果
を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
下流区間に効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【10年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
下流区間に効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【15年後】
・城原川ダムについては、施工完了可能であり、
ダム下流区間に効果を発現していると想定され
る。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工完了可能であり、効果を発現していると想定さ
れる。

【15年後】

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【15年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工完了可能であり、効果を発現していると想定さ
れる。

【15年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工完了可能であり、効果を発現していると想定さ
れる。

【15年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工完了可能であり、効果を発現していると想定さ
れる。

【15年後】
・遊水地については、施工完了可能であり、効果
を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工中であるが、改修を行った区間から順次効果を
発現していると想定される。

【15年後】
・遊水地については、施工中であるが、完成した
箇所から順次効果を発現していると想定される。

・部分的に低い堤防の存置については、受堤等の
施設が施工完了可能であり、効果を発現している
と想定される。

・雨水貯留施設、雨水浸透施設、水田等の保全
（機能向上）については、施工完了可能であり、
効果を発現していると想定される。

・河道の掘削、築堤等の河道改修については、施
工完了可能であり、効果を発現していると想定さ
れる。

※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。 ※予算の状況等により変動する場合がある。

・河川整備計画の計画対象区間において、河川整
備計画で想定している目標流量を安全に流下させ
る。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

・河川整備計画の計画対象区間において、現計画
と同程度の安全度を確保できる。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

安
全
度
（

被
害
軽
減
効
果
）

●段階的にどのよ
うに安全度が確保
されていくのか

●どの範囲でどの
ような効果が確保
されていくのか



治水対策案の評価軸ごとの評価 （３／７）

５

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

・約510億円 ・約700億円 ・約610億円 ・約620億円 ・約610億円 ・約660億円 ・約630億円

うち城原川ダム残事業費
約440億円

うち城原川ダムの効果量に相当する河道掘削費等
約630億円

うち城原川ダムの効果量に相当する遊水地、河道
掘削費等
約540億円

うち城原川ダムの効果量に相当する遊水地、部分
的に低い堤防の存置、河道掘削費等
約550億円

うち城原川ダムの効果量に相当する雨水貯留施
設、遊水地、河道掘削費等
約540億円

うち城原川ダムの効果量に相当する雨水貯留施
設、遊水地、部分的に低い堤防の存置、河道掘削
費等
約590億円

うち城原川ダムの効果量に相当する雨水貯留施
設、遊水地、部分的に低い堤防の存置、河道掘削
費等
約560億円

・約 174 百万円／年 ・約 57 百万円／年 ・約 85 百万円／年 ・約 125 百万円／年 ・約 85 百万円／年 ・約 158 百万円／年 ・約 125 百万円／年

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する場合は、上記の他に、掘削に係る費用が必要
となる可能性がある。

【中止に伴う費用】
・発生しない。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

【中止に伴う費用】
・横坑閉塞に約0.5億円が必要と見込んでいる。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

●維持管理に要す
る費用はどのくら
いか

●その他の費用
（ダム中止に伴っ
て発生する費用
等）はどれくらい
か

コ
ス
ト

●完成までに要す
る費用はどのくら
いか



治水対策案の評価軸ごとの評価 （４／７）

６

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

【城原川ダム】
・城原川ダム建設により約55haの用地買収が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に調査状況等の説
明を行っている。

【遊水地】
・遊水地により約87haの用地買収が必要となるた
め、土地所有者等の協力が必要となる。なお、現
時点では土地所有者等に説明等を行っていない。

【遊水地】
・遊水地により約53haの用地買収が必要となるた
め、土地所有者等の協力が必要となる。なお、現
時点では土地所有者等に説明等を行っていない。

【遊水地】
・遊水地により約87haの用地買収が必要となるた
め、土地所有者等の協力が必要となる。なお、現
時点では土地所有者等に説明等を行っていない。

【遊水地】
・遊水地により約42haの地役権補償及び周囲堤に
より約9haの用地買収が必要となるため、土地所
有者等の協力が必要となる。なお、現時点では土
地所有者等に説明等を行っていない。

【遊水地】
・遊水地により約53haの用地買収が必要となるた
め、土地所有者等の協力が必要となる。なお、現
時点では土地所有者等に説明等を行っていない。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置については約31haの地
役権補償及び受堤により約4haの用地買収が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置については約31haの地
役権補償及び受堤により約4haの用地買収が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置については約31haの地
役権補償及び受堤により約4haの用地買収が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設は4箇所の学校、公園への設置が
必要となるため、施設管理者等の協力が必要とな
る。なお、現時点では施設管理者等に説明等を
行っていない。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設は4箇所の学校、公園への設置が
必要となるため、施設管理者等の協力が必要とな
る。なお、現時点では施設管理者等に説明等を
行っていない。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設は4箇所の学校、公園への設置が
必要となるため、施設管理者等の協力が必要とな
る。なお、現時点では施設管理者等に説明等を
行っていない。

【雨水浸透施設】

・雨水浸透施設は約0.1km2の範囲への設置が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【雨水浸透施設】

・雨水浸透施設は約0.1km2の範囲への設置が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【雨水浸透施設】

・雨水浸透施設は約0.1km2の範囲への設置が必要
となるため、土地所有者等の協力が必要となる。
なお、現時点では土地所有者等に説明等を行って
いない。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）は約170haの水田へ
の設置が必要となるため、土地所有者等の協力が
必要となる。なお、現時点では土地所有者等に説
明等を行っていない。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）は約170haの水田へ
の設置が必要となるため、土地所有者等の協力が
必要となる。なお、現時点では土地所有者等に説
明等を行っていない。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）は約170haの水田へ
の設置が必要となるため、土地所有者等の協力が
必要となる。なお、現時点では土地所有者等に説
明等を行っていない。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約12万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約72万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約14万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約32万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約14万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約47万m3)

【河道改修】
・河道の掘削に伴い発生する土砂の搬出先の土地
所有者等の協力が必要となる。なお、現時点では
土地所有者等に説明等を行っていない。

(河道掘削量 約32万m3)

【城原川ダム】
・城原川ダム建設に伴い付替が生じる道路管理者
や発電所管理者、森林部局、農林部局、文化財部
局等との調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地の新設に伴い、道路管理者や農林部局、
文化財部局等との調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地の新設に伴い、道路管理者や農林部局、
文化財部局等との調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地の新設に伴い、道路管理者や農林部局、
文化財部局等との調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地の新設に伴い、道路管理者や農林部局、
文化財部局等との調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地の新設に伴い、道路管理者や農林部局、
文化財部局等との調整が必要になる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置に伴い、道路管理者や
農林部局、文化財部局等との調整が必要になる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置に伴い、道路管理者や
農林部局、文化財部局等との調整が必要になる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置に伴い、道路管理者や
農林部局、文化財部局等との調整が必要になる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の整備に伴い、学校や公園、農
林部局等の関係機関等との調整が必要になる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の整備に伴い、学校や公園、農
林部局等の関係機関等との調整が必要になる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の整備に伴い、学校や公園、農
林部局等の関係機関等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁等の施設
管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 1橋）
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 19橋、堰改築 6基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 5橋、堰改築 5基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 5橋、堰改築 6基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 5橋、堰改築 5基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 5橋、堰改築 6基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

【河道改修】
・河道改修に伴い改築が必要となる橋梁や利水施
設等の施設管理者との調整が必要になる。
（橋梁架替 5橋、堰改築 6基)
・河道改修に伴う関係河川使用者との調整は、従
来通り実施していく必要がある。
・取水施設の統廃合を前提としているため、事業
者等との調整が必要になる。

・現行法制度のもとで城原川ダム案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで河道掘削案を実施すること
は可能である。

・現行法制度のもとで掘込遊水地案を実施するこ
とは可能である。

・現行法制度のもとで野越し存置＋掘込遊水地案
を実施することは可能である。

・現行法制度のもとで流域対策＋掘込遊水地案を
実施することは可能である。

・現行法制度のもとで流域対策＋野越し存置＋地
役権遊水地案を実施することは可能である。

・現行法制度のもとで流域対策＋野越し存置＋掘
込遊水地案を実施することは可能である。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

・技術上の観点から実現性の隘路となる要素はな
い。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

●土地所有者等の
協力の見通しはど
うか

●その他の関係者
等との調整の見通
しはどうか

●法制度上の観点
から実現性の見通
しはどうか

●技術上の観点か
ら実現性の見通し
はどうか

実
現
性



治水対策案の評価軸ごとの評価 （５／７）

７

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

【城原川ダム】
・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維
持管理により持続可能である。

【遊水地】
・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である。

【遊水地】
・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である。

【遊水地】
・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である。

【遊水地】
・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である。

【遊水地】
・継続的な監視や観測が必要となるが、管理実績
もあり、適切な維持管理により持続可能である。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・継続的な監視や観測が必要となるが、遊水地の
管理実績もあり、適切な維持管理により持続可能
である。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
継続的な監視や観測が必要となるが、遊水地の管
理実績もあり、適切な維持管理により持続可能で
ある。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
継続的な監視や観測が必要となるが、遊水地の管
理実績もあり、適切な維持管理により持続可能で
ある。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維
持管理により持続可能である。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維
持管理により持続可能である。

【雨水貯留施設・雨水浸透施設】
・継続的な監視や観測が必要となるが、適切な維
持管理により持続可能である。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）については、効果を
継続させるため施設管理者との調整が必要とな
る。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）については、効果を
継続させるため施設管理者との調整が必要とな
る。

【水田等の保全（機能向上）】
・水田等の保全（機能向上）については、効果を
継続させるため施設管理者との調整が必要とな
る。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【河道改修】
・河道の掘削に伴い堆積状況等の監視が必要とな
るが、管理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

【城原川ダム】
・城原川ダムは、かさ上げにより容量を増加させ
ることは、技術的には可能であるが、道路等の施
設管理者や土地所有者の協力等が必要となる。

【遊水地】
・遊水地は掘込方式であることから、さらなる掘
削による容量の増加は困難である。面積を拡大す
ることは技術的に可能であるが、土地所有者等の
協力が必要となる。

【遊水地】
・遊水地は掘込方式であることから、さらなる掘
削による容量の増加は困難である。面積を拡大す
ることは技術的に可能であるが、土地所有者等の
協力が必要となる。

【遊水地】
・遊水地は掘込方式であることから、さらなる掘
削による容量の増加は困難である。面積を拡大す
ることは技術的に可能であるが、土地所有者等の
協力が必要となる。

【遊水地】
・遊水地の掘削等により洪水調節効果を向上させ
ることは技術的には可能であるが、地役権を設定
した土地を買収することが必要となり、土地所有
者の協力が必要となる。

【遊水地】
・遊水地は掘込方式であることから、さらなる掘
削による容量の増加は困難である。面積を拡大す
ることは技術的に可能であるが、土地所有者等の
協力が必要となる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・貯水地の掘削等により洪水調節効果を向上させ
ることは技術的には可能であるが、地役権を設定
した土地を買収することが必要となり、土地所有
者の協力が必要となる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・貯水地の掘削等により洪水調節効果を向上させ
ることは技術的には可能であるが、地役権を設定
した土地を買収することが必要となり、土地所有
者の協力が必要となる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・貯水地の掘削等により洪水調節効果を向上させ
ることは技術的には可能であるが、地役権を設定
した土地を買収することが必要となり、土地所有
者の協力が必要となる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の能力を増強するには、施設管
理者や土地所有者等の協力が必要となる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の能力を増強するには、施設管
理者や土地所有者等の協力が必要となる。

【雨水貯留施設等】
・雨水貯留施設等の能力を増強するには、施設管
理者や土地所有者等の協力が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

【河道改修】
・河道の掘削は、掘削量の調整により比較的柔軟
に対応することができるが、掘削量には限界があ
る。
・橋梁架替や堰改築等が生じることから、施設管
理者の協力等が必要となる。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

持
続
性

●将来にわたって
持続可能といえる
か

柔
軟
性

●地球温暖化に伴
う気候変化や社会
環境の変化など、
将来の不確実性に
対する柔軟性はど
うか



治水対策案の評価軸ごとの評価 （６／７）

８

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

【遊水地】
・遊水地の新設により、約87haの用地を買収する
ことは、農業収益減収など事業地周辺の農業活動
に影響を及ぼすと予想される。

【遊水地】
・遊水地の新設により、約53haの用地を買収する
ことは、農業収益減収など事業地周辺の農業活動
に影響を及ぼすと予想される。

【遊水地】
・遊水地の新設により、約87haの用地を買収する
ことは、農業収益減収など事業地周辺の農業活動
に影響を及ぼすと予想される。

【遊水地】
・地役権遊水地の水田等（約42ha）は、常に浸水
の恐れがあるため、営農意欲の減退など、事業地
の地域の生活に影響を及ぼすと予想される。

【遊水地】
・遊水地の新設により、約53haの用地を買収する
ことは、農業収益減収など事業地周辺の農業活動
に影響を及ぼすと予想される。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・遊水機能を有する土地の水田等（約31ha）は、
常に浸水の恐れがあるため、営農意欲の減退な
ど、事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想さ
れる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・遊水機能を有する土地の水田等（約31ha）は、
常に浸水の恐れがあるため、営農意欲の減退な
ど、事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想さ
れる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・遊水機能を有する土地の水田等（約31ha）は、
常に浸水の恐れがあるため、営農意欲の減退な
ど、事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想さ
れる。

【雨水貯留施設】
・降雨時に貯留を行うこととなるため、学校や公
園利用に影響を及ぼすと予想される。

【雨水貯留施設】
・降雨時に貯留を行うこととなるため、学校や公
園利用に影響を及ぼすと予想される。

【雨水貯留施設】
・降雨時に貯留を行うこととなるため、学校や公
園利用に影響を及ぼすと予想される。

【水田等の保全（機能向上）】
・降雨時に貯留を行うことになるため、農作物に
被害が生じる恐れがあり、営農意欲の減退など、
事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想され
る。

【水田等の保全（機能向上）】
・降雨時に貯留を行うことになるため、農作物に
被害が生じる恐れがあり、営農意欲の減退など、
事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想され
る。

【水田等の保全（機能向上）】
・降雨時に貯留を行うことになるため、農作物に
被害が生じる恐れがあり、営農意欲の減退など、
事業地の地域の生活に影響を及ぼすと予想され
る。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

【河道改修】
・大きな影響は予想されない。

・新たに湛水地となる区域は、洪水時以外の土地
利用形態によっては、地域振興ポテンシャルを顕
在化させる契機にはなり得る。

・新たに遊水地となる区域は、洪水時以外の土地
利用形態によっては、地域振興ポテンシャルを顕
在化させる契機にはなり得る。

・新たに遊水地となる区域は、洪水時以外の土地
利用形態によっては、地域振興ポテンシャルを顕
在化させる契機にはなり得る。

・新たに遊水地となる区域は、洪水時以外の土地
利用形態によっては、地域振興ポテンシャルを顕
在化させる契機にはなり得る。

・新たに遊水地となる区域は、洪水時以外の土地
利用形態によっては、地域振興ポテンシャルを顕
在化させる契機にはなり得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

・治水安全度の向上による土地利用の変化が、地
域振興ポテンシャルを顕在化させる契機にはなり
得る。

【城原川ダム】
・一般的にダムを新たに建設する場合、移転が生
じる水没地と、受益地である下流域との間で、地
域間の利害の衡平の調整が必要になる。

【遊水地】
・遊水地では、建設地付近で用地取得等を伴い、
受益地が下流域であるのが一般的である。
・新たに遊水地を整備する地域と受益地である下
流域との間で利害の衡平に係る調整が必要になる
と予想される。

【遊水地】
・遊水地では、建設地付近で用地取得等を伴い、
受益地が下流域であるのが一般的である。
・新たに遊水地を整備する地域と受益地である下
流域との間で利害の衡平に係る調整が必要になる
と予想される。

【遊水地】
・遊水地では、建設地付近で用地取得等を伴い、
受益地が下流域であるのが一般的である。
・新たに遊水地を整備する地域と受益地である下
流域との間で利害の衡平に係る調整が必要になる
と予想される。

【遊水地】
・遊水地では、建設地付近で用地取得等を伴い、
受益地が下流域であるのが一般的である。
・新たに遊水地を整備する地域では地役権を設定
した上で計画的に湛水させるため、土地利用の自
由度が限定的になることから、下流域や周辺地域
との間で利害の衡平に係る調整が必要になると予
想される。

【遊水地】
・遊水地では、建設地付近で用地取得等を伴い、
受益地が下流域であるのが一般的である。
・新たに遊水地を整備する地域と受益地である下
流域との間で利害の衡平に係る調整が必要になる
と予想される。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置では、建設地付近で用
地取得等を伴い、受益地が下流域であるのが一般
的である。
・部分的に低い堤防から受堤までの区域について
は、地役権を設定した上で計画的に湛水させるた
め、土地利用の自由度が限定的になることから、
下流域や周辺地域との間で利害の衡平に係る調整
が必要になると予想される。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置では、建設地付近で用
地取得等を伴い、受益地が下流域であるのが一般
的である。
・部分的に低い堤防から受堤までの区域について
は、地役権を設定した上で計画的に湛水させるた
め、土地利用の自由度が限定的になることから、
下流域や周辺地域との間で利害の衡平に係る調整
が必要になると予想される。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・部分的に低い堤防の存置では、建設地付近で用
地取得等を伴い、受益地が下流域であるのが一般
的である。
・部分的に低い堤防から受堤までの区域について
は、地役権を設定した上で計画的に湛水させるた
め、土地利用の自由度が限定的になることから、
下流域や周辺地域との間で利害の衡平に係る調整
が必要になると予想される。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設では建設地付近で公園や学校の利
用制限を伴い、受益地は下流域であるのが一般的
である。
・城原川上流部で雨水貯留施設を新設するため、
地域間の利害の衡平に係る調整が必要になると予
想される。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設では建設地付近で公園や学校の利
用制限を伴い、受益地は下流域であるのが一般的
である。
・城原川上流部で雨水貯留施設を新設するため、
地域間の利害の衡平に係る調整が必要になると予
想される。

【雨水貯留施設】
・雨水貯留施設では建設地付近で公園や学校の利
用制限を伴い、受益地は下流域であるのが一般的
である。
・城原川上流部で雨水貯留施設を新設するため、
地域間の利害の衡平に係る調整が必要になると予
想される。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【河道改修】
・整備箇所と効果が発現する範囲が概ね一致する
ため、下流から順次河川整備を進める限り、地域
間の利害の不衡平は生じない。

【城原川ダム】
・ダム建設により、約55haの用地を買収すること
は、農業収益減収など事業地周辺の農業活動に影
響を及ぼすと予想される。
・湛水の影響等による地すべりの可能性が予測さ
れる箇所については、地すべり対策が必要とな
る。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

●事業地及びその
周辺への影響はど
の程度か

●地域振興に対し
てどのような効果
があるか地

域
社
会
へ
の
影
響

●地域間の利害の
衡平への配慮がな
されているか



治水対策案の評価軸ごとの評価 （７／７）

９

現計画 治水対策案① 治水対策案⑦ 治水対策案⑩ 治水対策案⑬ 治水対策案⑮ 治水対策案⑯

城原川ダム案 河道掘削案 掘込遊水地案 野越し存置＋掘込遊水地案 流域対策＋掘込遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋地役権遊水地案
流域対策＋野越し存置

＋掘込遊水地案

・城原川ダム ・河道の掘削 ・遊水地（掘込方式［6箇所］）＋河道の掘削
・部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋遊水機能
を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊水地（掘
込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田等の保全
（機能向上）＋遊水地（掘込方式［6箇所］）＋
河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（地役権方式［3箇所］）＋河道の掘削

・雨水貯留施設＋雨水浸透施設＋水田の保全（機
能向上）＋部分的に低い堤防の存置［5箇所］＋
遊水機能を有する土地の保全＋土地利用規制＋遊
水地（掘込方式［3箇所］）＋河道の掘削

・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修 ・河道改修

【遊水地】
・平常時は貯留しないため、水量・水質など水環
境への影響は小さいと考えられる。

【遊水地】
・平常時は貯留しないため、水量・水質など水環
境への影響は小さいと考えられる。

【遊水地】
・平常時は貯留しないため、水量・水質など水環
境への影響は小さいと考えられる。

【遊水地】
・平常時は貯留しないため、水量・水質など水環
境への影響は小さいと考えられる。

【遊水地】
・平常時は貯留しないため、水量・水質などの水
環境への影響は小さいと考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・平常時は貯留しないため、水量・水質などの水
環境への影響は小さいと考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・平常時は貯留しないため、水量・水質などの水
環境への影響は小さいと考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・平常時は貯留しないため、水量・水質などの水
環境への影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・水環境への影響は小さいと考えられる。

【城原川ダム】湛水面積：約24ha
・動植物の重要な種について、生育地の消失や生
息・生育環境の変化により影響を受けると予測さ
れる種があるため、生息・生育環境の整備や移植
等の環境保全措置を講じる必要がある。

【遊水地】湛水面積約87ha
・遊水地の設置により、現況の農地を掘削（遊水
地の新設）するため、水田における動植物の生
息・生育環境に影響を与える可能性がある。必要
に応じて生息・生育環境の整備や移植等の環境保
全措置を講じる必要がある。

【遊水地】湛水面積：約53ha
・遊水地の設置により、現況の農地を掘削（遊水
地の新設）するため、水田における動植物の生
息・生育環境に影響を与える可能性がある。必要
に応じて生息・生育環境の整備や移植等の環境保
全措置を講じる必要がある。

【遊水地】湛水面積約87ha
・遊水地の設置により、現況の農地を掘削（遊水
地の新設）するため、水田における動植物の生
息・生育環境に影響を与える可能性がある。必要
に応じて生息・生育環境の整備や移植等の環境保
全措置を講じる必要がある。

【遊水地】湛水面積：約51ha
・湛水状況の変化に伴い、洪水時は水田に生育・
生息する動植物に影響を与える可能性があるが、
影響は小さいと考えられる。

【遊水地】湛水面積：約53ha
・遊水地の設置により、現況の農地を掘削（遊水
地の新設）するため、水田における動植物の生
息・生育環境に影響を与える可能性がある。必要
に応じて生息・生育環境の整備や移植等の環境保
全措置を講じる必要がある。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・湛水状況の変化に伴い、洪水時は水田に生育・
生息する動植物に影響を与える可能性があるが、
影響は小さいと考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・湛水状況の変化に伴い、洪水時は水田に生育・
生息する動植物に影響を与える可能性があるが、
影響は小さいと考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・湛水状況の変化に伴い、洪水時は水田に生育・
生息する動植物に影響を与える可能性があるが、
影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・自然環境への影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・自然環境への影響は小さいと考えられる。

【雨水貯留施設等】
・自然環境への影響は小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約12万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約72万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約14万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約32万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約14万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約47万m3）

【河道改修】
・河道の掘削等により、動植物の生息・生育環境
に影響を与える可能性がある。必要に応じて生
息・生育環境の整備や移植等の環境保全措置を講
じる必要がある。

（河道掘削量：約32万m3）

【城原川ダム】
・シミュレーションによると、ダム下流の城原川
では、河床構成材料や河床高に大きな変化は生じ
ないと予測される。

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約12万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約72万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約14万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約32万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約14万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約47万m3）

【河道改修】
・河道の掘削を実施した区間において、再び堆積
する可能性がある。その場合は掘削が必要とな
る。
（河道掘削量：約32万m3）

【遊水地】
・新たな周囲堤の設置や遊水地内の掘削により、
景観が一部変化すると考えられる。

【遊水地】
・新たな周囲堤の設置や遊水地内の掘削により、
景観が一部変化すると考えられる。

【遊水地】
・新たな周囲堤の設置や遊水地内の掘削により、
景観が一部変化すると考えられる。

【遊水地】
・新たな周囲堤の設置により、景観が一部変化す
ると考えられる。

【遊水地】
・新たな周囲堤の設置や遊水地内の掘削により、
景観が一部変化すると考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・新たな受堤の設置により、景観が一部変化する
と考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・新たな受堤の設置により、景観が一部変化する
と考えられる。

【部分的に低い堤防の存置（野越し）】
・新たな受堤の設置により、景観が一部変化する
と考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

【河道改修】
・河道の掘削等による景観への影響については、
小さいと考えられる。

●土砂流動がどう
変化し、下流河川･
海岸にどのように
影響するか

●景観､人と自然と
の豊かな触れ合い
にどのような影響
があるか

【城原川ダム】
・ダム堤体及び付替道路等により主要な眺望景観
の一部が変化すると予測される。必要に応じて法
面の植生の回復等の環境保全措置を講ずる必要が
ある。
・人と自然との触れ合いの活動の場に対する影響
は小さいと予測される。

　　 　治水対策案と
　 　　実施内容の概要

  評価軸と
  評価の考え方

●水環境に対して
どのような影響が
あるか

●生物の多様性の
確保及び流域の自
然環境全体にどの
ような影響がある
か

【城原川ダム】
・城原川ダムは、洪水調節専用（流水型）ダムで
あり、平常時は湛水しないため、水量や水質の変
化は小さいと予測される。

環
境
へ
の
影
響
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